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調 査 の 概 要

１ 調 査 の 目 的

工業統計調査は、我が国の工業の実態を明らかにすることを目的としています。

２ 調 査 の 根 拠 法 規

統計法(昭和22年法律第18号 )に基づく｢指定統計調査｣(指定統計第10号 )として､

工 業 統 計 調 査 規 則 (昭 和 26年 通 商 産 業 省 令 第 81号 )に よ っ て 実 施 さ れ て い ま す 。

３ 調 査 の 期 日

2008年 （ 平 成 20年 ） 12月 31日 現 在 で 実 施 し ま し た 。

４ 調 査 の 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類 に 掲 げ る 大 分 類 Ｅ － 製 造 業 に 属 す る 事 業 所 （ 国 に 属 す る

事 業 所 を 除 く ） で す 。 西 暦 末 尾 が 0 , 3 , 5 , 8年 の 年 に 全 て の 事 業 所 に 対 し て

調 査 を 実 施 し 、 そ れ 以 外 の 年 は 従 業 者 ４ 人 以 上 の 事 業 所 を 対 象 と し ま す 。

2008年 （ 平 成 20年 ） は 全 て の 事 業 所 を 対 象 に 調 査 を 実 施 し ま し た 。

直 近 ６ か 年 の 全 数 ・ 非 全 数 調 査 区 分

実 施 年 区 分 実 施 年 区 分

2003年 (平 成 15年 ) 全 数 2006年 (平 成 18年 ) 非 全 数

2004年 (平 成 16年 ) 非 全 数 2007年 (平 成 19年 ) 非 全 数

2005年 (平 成 17年 ) 全 数 2008年 (平 成 20年 ) 全 数

５ 調 査 方 法

従業者 30人以上の事業所については ｢工業調査票甲 ｣､従業者 29人以下の事業所

については｢工業調査票乙｣を用い､申告者の自計申告により調査を実施しています。

６ 調 査 事 項

巻 末 の 工 業 調 査 票 甲 及 び 乙 の と お り で す 。

利 用 上 の 注 意

この報告書は、2008年（平成20年）12月 31日現在で実施された経済産業省所 管

工 業 統 計 調 査 （ 指 定 統 計 第 10号 ） の 結 果 を 市 で 独 自 に 集 計 し た も の で す 。

調 査 期 日 現 在 に お い て 、 操 業 準 備 中 、 操 業 開 始 後 未 出 荷 及 び 休 業 中 の 事 業 所

に つ い て は 、 集 計 か ら 除 外 し て い ま す 。 各 統 計 表 は 従 業 者 ４ 人 以 上 の 事 業 所 に

つ い て 集 計 し た も の で す 。 た だ し 、 平 成 20年 は 全 数 調 査 年 の た め 、 統 計 表 １ に

お い て 全 数 に つ い て の 集 計 も 併 記 し ま し た 。 ま た 、 従 業 者 ３ 人 以 下 の 事 業 所 に

関 す る 統 計 表 及 び 従 業 者 10人 以 上 の 事 業 所 に 関 す る 有 形 固 定 資 産 の 統 計 表 を

付 表 と し て 掲 載 し て い ま す 。
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１ 産 業 分 類 に つ い て

統 計 表 中 の 産 業 名 （ 中 分 類 ） 、 重 化 軽 区 分 及 び 業 態 区 分 は 、 次 の と お り で す 。

№ 産業名略称 産業名（産業中分類） 重化軽区分 業態区分

09 食 料 食料品製造業 消 費 関 連 そ の 他 型

10 飲 料 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊 維 繊維工業 素 材 型

12 木 材 木材・木製品製造業（家具を除く） 軽 工 業 消 費 関 連 そ の 他 型

13 家 具 家具・装備品製造業

14 紙 製 品 パルプ・紙・紙加工品製造業 素 材 型

15 印 刷 印刷・同関連業 消 費 関 連 そ の 他 型

16 化 学 化学工業 化 学 工 業 素 材 型

17 石 油 石油製品・石炭製品製造業

18 プラスチック プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 ゴ ム ゴム製品製造業 軽 工 業 消 費 関 連 そ の 他 型

20 な め し 革 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 窯 業 窯業・土石製品製造業

22 鉄 鋼 鉄鋼業 素 材 型

23 非 鉄 非鉄金属製造業

24 金 属 製 品 金属製品製造業

25 は ん 用 機 器 はん用機械器具製造業

26 生 産 用 機 器 生産用機械器具製造業

27 業 務 用 機 器 業務用機械器具製造業 重 工 業

28 電 子 部 品 電子部品・デバイス・電子回路製造業 加 工 組 立 型

29 電 気 機 器 電気機械器具製造業

30 情 報 機 器 情報通信機械器具製造業

31 輸 送 機 輸送用機械器具製造業

32 そ の 他 その他の製造業 軽 工 業 消 費 関 連 そ の 他 型

な お 、 日 本 標 準 産 業 分 類 の 改 訂 に よ り 、 19年 以 前 の 時 系 列 の 数 値 に つ い て 、

本 書 で は 次 の よ う な 取 り 扱 い を し て い ま す 。

「 11繊 維 」 に つ い て は 、 「 11繊 維 」 及 び 「 12衣 服 」 の 数 値 が 各 々 統 合 さ れ

て い ま す 。

「 25は ん 用 機 器 」 、 「 26生 産 用 機 器 」 及 び 「 27業 務 用 機 器 」 に つ い て は 、

「 26一 般 機 械 」 、 「 31精 密 機 械 」 及 び 「 32そ の 他 」 の 数 値 が 各 々 統 合 ・ 再 編

さ れ て い ま す 。
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２ 集 計 項 目 の 説 明

(1) 事 業 所 数

一 般 的 に 工 場 、 製 作 所 、 製 造 所 あ る い は 加 工 所 な ど と 呼 ば れ る よ う な 、

一 区 画 を 占 め て 主 と し て 製 造 又 は 加 工 を 行 っ て い る も の を い い ま す 。

(2) 従 業 者 数

常 用 労 働 者 数 と 個 人 事 業 主 及 び 無 給 家 族 従 業 者 数 の 合 計 で す 。

(3) 現 金 給 与 総 額

平 成 20年 １ 年 間 に 常 用 労 働 者 の う ち 雇 用 者 に 対 し 、 決 ま っ て 支 給 さ れ た 給 与

（ 基 本 給 、 諸 手 当 等 ） 及 び 特 別 に 支 払 わ れ た 給 与 （ 期 末 賞 与 等 ） の 額 と

そ の 他 の 給 与 の 額 の 合 計 で す 。

(4) 原 材 料 使 用 額 等

平成20年１年間における原材料、燃料及び電力の使用額ならびに委託生産費 の

合 計 で す 。 消 費 税 額 を 含 み ま す 。

(5) 製 造 品 出 荷 額 等

平 成 20年 １ 年 間 に お け る 製 造 品 出 荷 額 、 加 工 賃 収 入 額 、 修 理 料 収 入 額 、 製 造

工 程 か ら 出 た く ず 及 び 廃 物 の 出 荷 額 及 び そ の 他 の 収 入 額 の 合 計 で あ り 、 消 費 税

等 内 国 消 費 税 額 を 含 み ま す 。

(6) 製 造 品 、 半 製 品 及 び 仕 掛 品 、 原 材 料 及 び 燃 料 の 在 庫 額

事 業 所 の 所 有 に 属 す る も の を 帳 簿 価 額 に よ っ て 記 入 し た も の で す 。 原 材 料 を

他 に 支 給 し て 製 造 さ れ る 委 託 生 産 品 を 含 ん で い ま す 。 年 初 は 2008年 （ 平 成 20

年 ） 1月 1日 現 在 、 年 末 は 2008年 （ 平 成 20年 ） 12月 31日 現 在 を い い ま す 。

(7) 有 形 固 定 資 産 の 額

平 成 20年 １ 年 間 に お け る 数 値 で 、 帳 簿 価 額 に よ り ま す 。

ア 有 形 固 定 資 産 の 取 得 額 は 、 土 地 、 建 物 及 び 構 築 物 、 機 械 及 び 装 置 、 そ の 他

（船舶、車両、運搬具、耐用年数１年以上の工具、器具、備品等）の額を い い ま す 。

イ 建設仮勘定の増加額は、この勘定の借方に加えられた額をいい、減少額は、

こ の 勘 定 か ら 他 の 勘 定 に 振 り 替 え ら れ た 額 を い い ま す 。

ウ 有形固定資産の除却額は、有形固定資産の売却、撤去、滅失及び同一企業 に

属 す る 他 の 事 業 所 へ の 引 き 渡 し 等 の 額 を い い ま す 。

(8) 工 業 用 地

ア 敷地面積は、事業所が使用（賃借を含む）している敷地の全面積をいいます。

イ 建 築 面 積 は 、 敷 地 面 積 内 に あ る 全 て の 建 築 物 の 面 積 の 合 計 を い い ま す 。

ウ 延べ建築面積は、事業所敷地内にある全ての建築物の各階の面積の合計を

い い ま す 。

(9) 工 業 用 水

ア 水 源 別 用 水 量
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（ ア ） 公 共 水 道 は 、 県 又 は 市 町 村 に よ っ て 経 営 さ れ て い る 工 業 用 水 道 又 は

上 水 道 か ら 取 水 し た 水 を い い ま す 。

ａ 工 業 用 水 道 は 、 飲 用 に 適 さ な い 工 業 用 水 を 供 給 す る 水 道 か ら 取 水 し た

水 を い い ま す 。

ｂ 上 水 道 は 、 一 般 水 道 の こ と で 、 飲 用 に 適 す る 水 を 供 給 す る 水 道 か ら 取 水

し た 水 を い い ま す 。

（ イ ） 井 戸 水 は 、 浅 井 戸 、 深 井 戸 又 は 湧 水 か ら 取 水 し た 水 を い い ま す 。

（ ウ ） そ の 他 の 淡 水 は 、 公 共 水 道 、 上 水 道 及 び 井 戸 水 以 外 の 淡 水 を い い ま す 。

例えば、農業用水路から取水した水、他の事業所から供給を受けた水などです 。

（ エ ） 回 収 水 は 、 事 業 所 内 で 一 度 使 用 し た 水 を 循 環 さ せ て 使 用 し て い る 水 を

い い ま す 。

（ オ ） 海 水 は 、 海 及 び 河 川 の う ち 常 時 潮 の 影 響 を 受 け て い る 部 分 か ら 取 水 し た

塩 素 イ オ ン 濃 度 200PPM以 上 の 水 を い い ま す 。

イ 用 途 別 用 水 量

（ ア ） ボイラ用水は、ボイラ内で蒸気を発生させるために使用した水をいいます。

（ イ ） 原料用水は、製品の製造過程において、原料としてそのまま使用した水、

あ る い は 製 品 原 料 の 一 部 と し て 添 加 使 用 し た 水 を い い ま す 。

（ ウ ） 製品処理用水及び洗浄用水は、原料、半製品、製品などの浸漬や溶解等 の

物 理 的 な 処 理 を 加 え る た め に 使 用 し た 水 及 び 工 場 の 設 備 又 は 原 料 ・ 製 品

な ど の 洗 浄 用 に 使 用 し た 水 を い い ま す 。

（ エ ） 冷 却 用 水 及 び 温 調 用 水 は 、 工 場 の 設 備 又 は 原 料 ・ 製 品 な ど の 冷 却 用 に

使用した水、工場内の温度又は湿度の調整などのために使用した水をいいます。

（ オ ） そ の 他 の 水 は 、 上 記 (ア )～ (エ )以 外 の 従 業 者 の 飲 料 水 、 雑 用 水 な ど を

い い ま す 。

３ 集 計 項 目 の 算 式

(1) 生 産 額

ア 従 業 者 30人 以 上 の 事 業 所

生 産 額 ＝ 製 造 品 出 荷 額 ＋ 加 工 賃 収 入 額 ＋ （ 製 造 品 年 末 在 庫 額 － 製 造 品 年

初 在 庫 額 ） ＋ （ 半 製 品 及 び 仕 掛 品 年 末 在 庫 額 － 半 製 品 及 び 仕 掛

品 年 初 在 庫 額 ）

イ 従 業 者 29人 以 下 の 事 業 所

生 産 額 ＝ 製 造 品 出 荷 額 ＋ 加 工 賃 収 入 額

注 ： 平 成 18年 以 前 の 生 産 額 の 算 式 は 製 造 品 出 荷 額 等 を 用 い て い ま し た が 、

平 成 19年 調 査 か ら 製 造 品 出 荷 額 ＋ 加 工 賃 収 入 額 に 変 更 さ れ ま し た 。

(2) 粗 付 加 価 値 額

粗 付 加 価 値 額 ＝ 製 造 品 出 荷 額 等 － (消 費 税 を 除 く 内 国 消 費 税 額 注 １ ＋推 計 消 税

額 注 2)－ 原 材 料 使 用 額 等

（ 注 1） 消 費 税 を 除 く 内 国 消 費 税 額 ＝ 酒 税 、 た ば こ 税 、 揮 発 油 税 及 び 地 方 道 路 税 の

納 付 額 ま た は 納 付 す べ き 税 額 の 合 計 ）

（ 注 2） 推 計 消 費 税 額 は 諸 費 税 を 推 計 し た も の で あ り ， 算 出 に あ た っ て は 直 接 輸 出

分 を 除 い て い る
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(3) 付 加 価 値 額

ア 従 業 者 30人 以 上 の 事 業 所

付加価値額 ＝ 製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及び仕

掛品年末在庫額－半製品及び仕掛品年初在庫額）－ （ 消 費 税 を 除 く 内 国 消 費

税 額 ＋ 推 計 消 費 税 額 ） － 原 材 料 使 用 額 等 － 減 価 償 却 額

イ 従 業 者 29人 以 下 の 事 業 所 ･････粗 付 加 価 値 額 で 集 計 し ま し た 。

(4) 有 形 固 定 資 産

ア 有 形 固 定 資 産 投 資 総 額 ＝ 有 形 固 定 資 産 取 得 額 ＋ 建 設 仮 勘 定 の 増 減 額

イ 年 末 現 在 高 ＝ 年 初 現 在 高 ＋ 有 形 固 定 資 産 取 得 額 － 除 却 額 － 減 価 償 却 額

(5) 付 加 価 値 率 、 現 金 給 与 率 及 び 労 働 分 配 率 の 算 式

付 加 価 値 額

ア 付 加 価 値 率 ＝ × 100

生 産 額 － 内 国 消 費 税 額

現 金 給 与 総 額

イ 現 金 給 与 率 ＝ × 100

生 産 額 － 内 国 消 費 税 額

現 金 給 与 総 額

ウ 労 働 分 配 率 ＝ × 100

付 加 価 値 額

４ 統 計 表 中 の 記 号 に つ い て

統 計 表 中 の 符 号 の 用 法 は 、 次 の と お り で す 。

「 － 」 ･････ 該 当 の 数 値 が な い も の

「 ＝ 」 ･････ 分 類 項 目 が な い た め 数 値 が な い も の

「 ０ 」 ･････ 端 数 四 捨 五 入 に よ る 単 位 未 満 の も の

「 △ 」 ･････ マ イ ナ ス の 数 値 で あ る こ と を 示 し ま す 。

「 Ｘ 」 ･････ １ 又 は ２ の 事 業 所 に 関 す る 数 値 で 、 個 々 の 申 告 者 の 秘 密 を 保 守

す る た め 秘 匿 し た 箇 所 で す 。 ま た 、 前 後 の 関 係 か ら 数 値 が 判 明

する場合には、３以上の事業所に関する数値についても「Ｘ」 と

し ま し た 。 た だ し 、 「 従 業 者 数 」 に つ い て は 秘 匿 項 目 と

し ま せ ん 。 ま た 、 秘 匿 し た 数 値 は 総 数 に 含 め て い ま す 。

５ そ の 他 の 注 意 事 項

(1) 統 計 表 中 の 数 値 は 、 原 則 単 位 未 満 を 四 捨 五 入 し て あ る た め 、 総 数 と 内 訳 の

合 計 が 一 致 し な い 場 合 が あ り ま す 。

(2) 産 業 分 類 は 、 製 造 品 出 荷 額 等 の 金 額 の 多 い 品 目 で 格 付 け さ れ て い る た め 、

製 造 品 出 荷 額 等 は そ の 品 目 の 出 荷 額 と は 一 致 し な い こ と が あ り ま す 。

(3) 本報告書は、「平成20年神奈川県工業統計調査結果報告」から転載したもの を 含 み ま す 。

(4) 本報告書の数値は、後日、経済産業省から公表されるものと相違する場合が あ り ま す 。


